









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ル31低 高1はい1交互的 陣謹1 いいえ 1はい（境界維持）
・・41高 高｝はい1交互的 1ma調劉 いいえ いいえ
・・レ51低 低1いいえ1間接的 1鮮化 はい はい
・・レ・1高 低F・いえ1間接的 1標準化 はい 困難
セル71低 高1・峡1間翻 1騨化 はい はい
・・レ81高 高1賊師接的 1聯化 はい 困難
※　原文では，それぞれ，セル1と同じく「逐次的一依存的もしくは同時的一自立的」と「スケジュール」となっ
　ている。しかし本文では表記のように記述されているため，このようにした。
出所：G・1・Susman，　Autonomy　at　Work，　oP．　ciL，　P．133．
（121） 課業環境の不確実性と作業組織編成原理　　121
　ている）を行う権利を認めている。cf．　G．　r　Susman，　op　cit．，　p．136．
㈱　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．137．
㈱　G．1．Susman，　op．　ciL，　p．141．
⑳　つまり，オペレーターの遂行する境界取引活動一工程変動性の除去一は，定まった時間に
　生ずるものでもなければ，定まった連続性のなかで生ずるものでもない。
㈲　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．143．このセル2における「技術的協力」が必要とされない場合の
　「相互依存性」と「調整」のタイプは，「技術的協力」が必要とされない場合のセル1条件におい
　ても妥当する。
㈱　G，1．Susman，　op．　cit．，　p．139．
⑳　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．106，
㈱　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．106．
㈲　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．139．
⑳　G．1．Susman．　op．　cit．，　p．143．
N　「伝統的職務設計原理」と「社会・技術システム設計」
　前節において，われわれはサスマンの所論に依拠して，作業集団の直面する
環境条件および上位単位と作業集団との間の意思決定の配分をめぐる問題を検
討してきた。簡単に言えぽ，そこで確認されたことはセル1の条件を除けぽ，
変換活動と境界取引活動のいずれか，もしくはその双方を，技術スタッフはプ
Pグラム化しえないということであった。そこで，サスマンは上位単位がプロ
グラム化しえないものについてはその意思決定を作業集団に委譲し，上位単位
は生産量，品質，コスト，配送時間などのアウトプットの量と質に照らして，
集団パーフォーマンスをモニターすることが「経済的事由」一受容可能な範
囲内へのパーフォーマンス基準の維持一から要請されるものと考えている。
　しかし，サスマンによれぽ，「産業革命」の展開に伴う「生産の機械化」と
「工場制度（fact・ry　system）の進展」から導き出され，また今日でも支配的な
「伝統的職務設計原理」からすれば，前述した考え方は否定されることになる
と解しているω。では「伝統的職務設計原理」とはどのようなものであろうか。
　これによれば，生産工程に対する人間の貢献についての考察は，一般に製品
設計，プラントと設備のレイアウトに関する意思決定が行われた後にはじめて
開始される。生産工程全体が決定された後に，望ましい製品・サーヴィスを生
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産するために必要な基本的活動（basic　operations）に生産工程が分割される。こ
の活動は生産の主要構成要素もしくは諸工程からなる。通常，この段階で方法
技師（methods　engineers）が登場し，作業分析，動作研究，微細動作研究などを
通して，ある活動を完了するためにはいかなる人間活動が必要とされ，また労
働老が用いる最も能率的な活動とはいかなるものかが決定されるのである（2＞。
　こうして，当該生産のためにはいかなる活動が「最善」（best）であるかが，
方法技師によって明らかにされた（これは通常「方法設計」〔methods　design〕と呼
ばれる）後で，「職務設計」（job　design）が問題となる（3）。この場合，方法技師に
よって確認される「最善の」活動は「ミクロ動作」（micro　moti・n）一最小の
作業活動一と「要素」（element）－2つ以上のミクPt動作の集合一からな
る。職務設計の問題とは，この「要素」活動をいかにして，ある完結的活動た
る「課業（句（task）にまとめあげ（つまり，課業内容の明細規定），そして，この
ようにして規定された「課業」を1人の特定の労働者によって遂行される「職
務」に統合していくか（つまり，個々の課業の職務への結合）という問題にほかな
らない。
　サスマンによれば，このような「伝統的職務設計」において用いられる設計
基準は，スミス（A．Smith）に最初に見出すことのできる「機械的な世界観」
（mechanical・world－view）にもとついている（5）。「機械的な世界観」とは，スミス
以前の時代においては支配的であり，また「脱・工業化社会」の下で再び出現し
つつある「有機的世界観」〔6）（organic－world－view）とは異なり，人間行為を，それ
をコントロールする人間精神から独立させて議論することができると考えるも
のである。そして，この世界観の延長線上にサスマンは「伝統的職務設計」の基
礎にある「人間観」をとらえ，これが「頭脳のない，すべて手足だけの人工模
型」（an　all－limb，　no・brain　homunculus）　Uこほかならないと主張する（7）。このような
「人間観」から出発して「伝統的職務設計」は経営者こそ「頭脳」であり，生産
工程への人間の貢献は，機械と同様に，その最初のコストを引き下げること（っ
まり，「専門化」による賃金と訓練時間の極少化）によって極少化さるべき生産コス
・トとしてとらえるのであり，その結果，各労働者に完全な労働負荷（work　IQad）
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・を与え，遊休時間を与えないように労働老の作業活勤の厳密なプログラミング
を行おうとするもの，とサスマンは解するのである。
　以上の「伝統的職務設計原理」にもとついて設計された職務は内容的には高
度の専門化，反復的課業，短いサイクル時間，低い多様性と自由裁量，作業速
度の機械主導性（mechanical　pacing）に帰着するとともに，また職務コンテクスト
上は「専制的ないし非参加的な監督方式」に導くもの，とサスマンは主張する⑧。
　ここで見逃されえない点は，こうした「伝統的職務設計」方式（「ミク・動作」
→「要請」→「課業」→「職務」への結合）は，基本的には「職務拡大」や「ジョッ
ブ・P一テーション」とは「職務」を設計の基礎単位とする限りで矛盾するも
のではないということである。つまり，後者の「職務再設計」方式は「1つの
職務」のなかに含まれる課業の数ないし多様性の増大にすぎず，「伝統的職務
設計」の延長線上にある。労働者個人の義務と労働負荷の明細規定，労働老の
遂行する作業活動のプログラミングという点では同じなのである。前節で検討
された作業集団の課業ならびに境界条件のうち，セル1では，作業集団にはい
かなる意思決定の委譲も行われていなかったとはいえ，「職務拡大」や「ジョ
ッブ・P一テーション」方式が導入されうる可能性が強調されねぽならない（9）。
むしろ労働老の欲求の高次元化や職務不満の増大という現代の生産現場の「疎
外」状況よりすれぽ，このセル条件の下で経済的合理性貫徹，つまり効果的パ
ーフォーマンス実現のためには，「伝統的職務設計」方式の「現代版」として
の「職務拡大」や「ジョッブ・P　一一テーション」の導入が要請されているので
あるao）。
　ところで，サスマンは「伝統的職務設計原理」のもっとも重要なメルクマー
ルを作業集団活動の厳密なプログラミング，つまり，あらゆる課業に必要とされ
る詳細な活動ならびに課業間の関係の明細規定を通して，作業集団構成員の直
面する課業環境を確実的なものにしようとしている点に求めているao。逆にま
た，「伝統的職務設計原理」では職場において現実に存在するよりはずっと少な
い不確実性しか存在しないものと仮定されているということもできる。つまり，
活動のプログラミングが行われうるためには，技術スタッフによる不確実性削
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減努力の成功が与件なのである。けれども，われわれはすでにセル1の条件を
除くならば技術スタッフが変換不確実性か境界取引不確実性かのいずれか，も
しくはその双方の不確実性を削減しえない（セル2，3，4）ことを確認してき
た。サスマンは，どんなに作業集団環境を確実的なものにしようと試みたとこ
ろで「残存不確実性」と「意図せざる不確実性」が発生し⑫，　また作業集団課
業環境それ自体「動態的性格」を有するq陛主張している。しかし，私は前節
においてみたように，現実の職場におけるさまざまな作業集団の課業環境は，
セル1のように，技術スタッフによって不確実性が削減される状況から，セル
2，3，4のように，不確実性削減に成功しない状況に至るまで不確実性の程度
は異なっていると解したい。
　ところで，「伝統的職務設計原理」を鋭く批判する「社会・技術システム設
計」とは，作業集団の直面する課業環境において生ずる高度の不確実性の存在
を一義的に前提としているように思われる。そしてこの「社会・技術システム
設計」の主張する，「理念型」としての「自律的作業集団」の創造は，この高
度の不確実性を処理するメカニズム，すなわち「自己規制」機能を作業集団構
造にビルト・イソしようとする試みである。後述されるように，この不確実性
処理メカニズムこそ集団作業であり，組織学習にほかならない。
　さて「伝統的職務設計処理」における基本的設計単位は「1人・1職務分
業」（aone・man／one・job　division　of　labour）原則にもとついていた。そこでは，
作業集団は「1人の外的行為主体（an　external　agent）によって調整される職務
保有者（job－holders）の集合体」として構想されていた゜の。「職務」の概念は，集
団の各構成員の活動をある一定の限られた諸課業の遂行に制限するものであり，
各構成員に割り当てられた職務を超えて生ずる変動性は，職務保有者の責任で
はない。彼は，この変動性処理のための資源も動機づけも与えられてはおらず，
自らの職務領域（job　dQmain）外にある情報や必要とされる行為はこれを無視
せざるを得ない。つまり，プPグラミングー職務設計一の時点で顧慮され
てこなかった諸条件に対する反応を展開することは，作業集団構成員の責任で
はないのである。サスマンによれぽ，「伝統的職務設計においては，予期され
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ざる行為といった職務間の調整は作業集団内のだれの責任ではなく，もっぱら
集団監督者の責任である」㈱。
　ところが，サスマンにおいてこうした構想は「技術的協力」が集団構成員間
で必要とされ，変換もしくは境界取引不確実性が高い場合には，作業集団パーフ
ォーマンスにきわめて有害な影響を生み出すと考えられている。なぜなら，こ
うした条件の下での相互依存性のタイプは，前述したように「交互的」であり，
そこでは「相互調整」が必要とされるのであって，そのため「効：果的な作業集
団パーフォーマンスのためには作業集団構成員間に持続的な相互の情報フィー
ドバックが必要とされる」からにほかならない㈹。
　ところで，「伝統的職務設計」において職務間の境界はいかなる基準にもと
ついて引かれるのであろうか。サスマンによれぽ，　1）個人に割り当てられた
課業から生ずる「平均的変動性」（average　variance）か，2）1人の個人が対処
可能な「最大変動性」（peak　variance）かのいずれかである⑬。
　1）の「平均変動性」は，アセンブリー・ライソにみられるように職務間関係
が「逐次的・依存的」である場合にもちいられる。つまり，アセソブリー・ラ
イン・バランシングにおいてもちいられる基準である。ここでの仮説とは，
「平均してさまざまな諸個人は同じペースで仕事を行い，平均してある個人は
シフト全体を通して同じペースで仕事を行い，そして平均して部品と設備にお
ける差異は無視しうる町　というものである。サスマンは，エメリーの「ラ
イソ上のいかなる時点でもすぺての局面がその平均値で活動していることはな
い」という批判を紹介しながら，「平均変動性」基準を以下のように批判する。
つまり，「課業が逐次的に相互依存的である時に，1つの課業から生ずる変動
性は他の課業における変動性を増大させるように思われる。もし矯正的行為が
迅速にとられなければ，変動性は他の課業にまで及び，ついには相互依存的な
課業全体も影響を及ぼされる。もしrライン』の規制が1人の監督者に割り当
てられ，集団に外的であるならば，監督老の時間のすべては調整と割当てによ
って課業間の変動性を矯正することに費やされ，彼が遂行する最良の位置にあ
る役割，つまり境界維撤こはほとんどいかなる時間も残されてはいない。」U9＞
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　他方，「最大変動性」基準は，しばしぼ「自動的・半自動的設備のモニター」
という課業において適用される基準である⑳。　ここでも，サスマンはこの基準
を適用することのジレンマをつぎのように指摘している。つまり，「同一領域
内で働き，同一の設備を共有しているすべての個人が，同時に最大水準の変動
性に直面することはめったにない。多くの場合，仲間の労働者が一時的な過重
労働負荷（overload）にみまわれているのに，大抵の個人は大部分の時間眺める
こと以外に何もなすべきことがない。」ceD
　ところで，「社会・技術システム設計」はすでに周知のごとく，「作業集団設
計」のためのフレームワークを提示するものであって，分析単位は個別的な
「職務」なのではなく，あくまで「作業集団」であったen。ここには，伝統的
な「個人作業方式」（individual　method　of　working）に代えて「集団作業方式」
（gr・up　meth・d・f　w・rking）への転換が意図されているのである。サスマンは，
これにもとついて「社会・技術システム設計」が「伝統的職務設計原理」とは
根本的に異なる設計原理であることを強調している。ここでは，集団構成員は
「職務保有老」としてではなく，「システム貢献者」として構想され，各構成員
の職務境界は相互に浸透可能であり，重複している。「システム貢献者どして
は集団構成員は特定の課業を遂行するが，しかしまた集団全体の成功にも責任
をもっている。……彼は，もし彼が望むなら，あるいは必要とされるなら集団
領域内にあるいずれも遂行しうる」のであるen。このような「柔軟な（flexible）
職務境界の正当化事由は，確かにこれが望ましい副産物ではあるにしても，そ
れが作業集団構成員に対して職務多様性を増大させるということではない。」⑳
この正当化事由は，メンバーへの動機づけ一社会心理学的諸帰結一という
観点よりは，むしろ変動性処理メカニズムの作業集団構造へのビルト・インに
こそ求められている。つまり，「個人作業方式」から「集団作業方式」への転
換の意味するところは，これによって集団の直面する変動性ない不確実性全体
に個人ではなく集団全体が対処しうるのであって，こうした変動性や不確実性
を処理して集団の効果的パーフォーマソスを実現し維持するために，必要とさ
れる時と場所に集団内資源をフレキシブルに割り当てることが可能となるとい
　（127）　　　　　　　　　　　　　　　　　　課業環境の不確実性と作業組織編成原理　　127
うことである。
　「伝統的職務設計」に対して「社会・技術システム設計」の有するさらなる
特質は，「システム適応能力増大戦略」に求められる。ヒの設計原理はエメリ
ーとトリストによって「機能の冗長性」（redundancy　of　functions）と呼ぼれて
きた㈱。これに対して，「伝統的職務設計」の基礎にある設計原理は「部分の冗
長性」（redundancy　of　parts）と呼ぽれている。この後老の設計原理は「同じこ
とを行う部分の数を殖やす」ことによってシステムの適応能力を増大させよう
とする戦略であり，「もしもある部分が失敗したり摩滅するならば，他の部分
が必要とされるものを遂行する」ことが意図されている㈱。この設計原理の下
では簡単に代替可能で低い技能水準の職務が必要とされ，またその職務保有者
’は，集団全体の活動を調整する責任を有する監督者による指示の下で，つねに
活動することが求められる。この場合には，「学習は起こらないし，また必要
とも考えられてはいない。」⑳
　この「システムの適応能力増大戦略は，必要とされるすべての行為が計画さ
れうるほど静態的（static）な課業環境に作業集団が直面する時には有効性をも
つ。」auけれども，サスマンによれば実際には「これほど静態的でしかも諸要素
が緩やかにしか結びついていない課業環境はめったにない」のであって，監督
者は「自らが処理可能な複雑性以上のそれに直面し，またこの複雑性を処理す
るに際しても，作業集団構成員からいかなる助力も受け取ることはない」ので
ある㈱。
　この「部分の冗長性」と呼ばれる「伝統的職務設計原理」から導き出される
「作業集団」は，また，アッコフ（RL．　Ackoff）＝エメリーのいう「多様性減少
システム」（variety・decreasing　system）としても特質づけられうるOO。けれども，
サスマンによれば，このようなシステムでは「環境が動態的である場合，予期
されざる要素を扱うために新しい反応を学習する能力をシステムはもっていな
い。多様性減少システムは……予期されざる環境多様性に対処しえない」ので
あるBD。
　これに対して，・「社会・技術システム設計」の設計原理は「機能の冗長性」
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と呼ばれる。この設計原理は，集団の課業環境から不断に生ずる変動性や不確
実性を処理するための知識と技能を増大させうる設計戦略にほかならない。こ
こでは，集団構成員全員が集団の「基本的課業」（the　primary　task）を共有し，
これに一体化しており，各構成員はこれを達成するためにはいかなる行為を行
うべきかを知っているし，また学習することもできることを，サスマンは強調
する。
　このような設計原理から導き出される作業集団は「多様性増大システム」
（variety・increas正ng　system）と呼ぼれる。このような作業集団は，その構成員が
不確実性の高い課業環境かから生ずる刺激の多様性に対応して反応の多様性を
増大させるために継続的に学習を行いうるシステムなのである。ここでは作業
集団が「継続的学習による知識と技能の貯蔵器管（reservoir）」として考えられ
ている㈱。
（】）G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，　op．　cit．，　pp．21－23，およびpp。106－10Z
（2）G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．30－3L
（3）G・1・Susman，　oP・dt・，　P・31・この呼称はデーヴィス（L．E．　Davis），カンター（R．R．　Can・
　ter），ホフマン（工Hoffman）によるものである。彼らは「職務設計過程」を，　a）個々の課業の
　明細規定，b）各課業の遂行方法の明細規定，　c）個々の課業の特定職務への結合という3つの活
　動からなるものととらえ，a）とc）は職務内容を決定するものであるが故に，これを「職務内容
　設計」（the　design　of　job　content）・＝「職務設計」と呼んでいる。これに対してb）は，「どのよ
　うにして職務が遂行されうるか」を示すもので「方法設計」と呼んでいる。cf．　L．E．　Davis，　R，R
　Canter　and　J．　Hoffman，“Current　Job　Design’，，　in　L　E　Davis＆J．C．　Taylor（ed，），　De・
　sign　of　Jobs，1972，　p．65－66．（近藤隆雄i監訳r新しい仕事の設計』建吊社，1978年，14－15頁
　参照。
（4）従って，テイラーの「科学的管理法」における「課業」概念とは異なる。そこでの「課業」と
　は「作業標準」，つまり一定時間内に遂行すべき労働の質ならびに量に関係する。
⑤　「機械的世界観というのは，人間条件改善に対する合理的方法適用への確信によって特微づけら
　れる。……それはまた，いかなる人間観察者とも別個に存在する世界，つまり，正しい分析手法
　が部分の相互関連様式を発見しうるような形で整i序されている有限の部分集合（a丘nite　set　of
　parts）からなる世界およびこうした部分のそれぞれの活動についての知識を合成すれぽ，全体を
説明できるような世界，こうした世界への確信によって特徴づけられる。」G．1．Susman，　op．　cit．，
　P．24．
⑥　「有機的世界観においては，進歩ではなく調和と均衡が人間活動の基本目的である。……知識
　は永遠なるものおよび神と人間の関係をよりよく理解することを目ざす熟考（contemplation）
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　と啓示（revealation）によって獲得される。神もしくは類似の概念があらゆる知識の源泉である。
　……機械的世界観は今や衰えかけており，有機的世界観が再出現しつつある……」G．1．Susman，
　op，　cit．，　pp．24－25．サスマンによれぽ，これを生産活動の分析に適用すれば，「有機的世界観」
　とは「クラフトマンシップの思想」（the　ideals　of　craftmanship）に対応する。サスマソはこれ
　と「社会・技術システム設計」をむすびつけている。わが国でも石井修二氏は，すでに早くから
　「社会・技術システム論」の主張が「中世職人労働の世界」にその原型を求めうることを主張し
　ている。石井修二稿「産業民主主義と社会一技術システム論」組織科学voL　16，　No．1，1982，
　詳しくは「産業民主主i義について」駒沢大学r経済学論集』第8巻第3号，1976年，を参照され
　たい。
（7）GI．　Susman，　oP，　cit．，　P．　31．
（8）G．1．Susman，　oP．　cit．，　PP．33－34．
（9）この点，サスマン自身認めている。cf．　G．L　Susman，　op．　cit．，　p．136．
㈹　ケリー（J．Kelly）は「職務拡大」を「テイラーリズムの現代的適用」（a　contemporary　appli－
　cation　of　Taylorism）とみなしている。　cf．　J．　Kelly，　Scienti丘c　Management，　Job　Redesign
　and　Work　Performance，1982．
⑪　G．r　Susman，　op．　cit．，　pp．107－108．
⑰　GI．　Susman，　op．　cit．，　P．91．
㈱　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．185－186．
a4），α5）　G．1．　Susman，　oP．　cit．，　P．187．
⑯　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．189．
働，⑬，⑲　G．1．Susman，　op．　cit，　P．182．
⑳　前節の議論よりすれば，このように「自動化設備のモニター」という課業の相互依存性タイプ
　は「交互的」であるはずであるのに，サスマンは，この場合には「間接的」もしくは「同時的」
　である，と述べている。cf，　G．1．　Susman，　op．　cit．，　p．182．
（2D　G．1．　Susman，　op。　cit．，　p．183．
⑫　G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．118－119．
⑳　GI．　Susmごn，　op．　cit．，　p．　189．
⑳　GI，　Susman，　op．　cit．，　p．18L
㈱　cf．　F．E．　Emery＆EL．　Trist，　Towards　a　Social　Ecology，1973．
㈱，⑳，㈱，⑳　GI，　Susman，　op．　cit．，　p．　185．
㊤①　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．186．
（3D　G．1．　Susman，　ep．　cit．，　p．187．
⑳　GI．　Susman，　op．　cit．，186．
v　r社会・技術システム設計」と「連続的装置生産システム」
前節では，「伝統的職務設計」が，不確実性の低い作業集団課業環境を与件
として理論が組み立てられているのに対して，「社会・技術システム設計」は，
　130　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　（130）
逆に作業集団環境の高度の不確実性の存在を前提として，この不確実性を処理
するメカニズムを，作業集団構造のなかにビルト・インしようとするものであ
ることを確認した。では，この「社会・技術システム設計」が与件としている
高度の環境不確実性ないし変動性の発生は，具体的にはいかなる生産システム
と結びつくのであろうか。私は以下において，この点を「自動化」技術の進展
一連続的装置生産一に求めて検討しようと思う。
　すでに，デーヴィス（L．E．　Davis）は，1960年代初頭において「自動化（auto・
mation）が職務設計に及ぼす諸影響」を検討する（Dなかで，「自動化」技術（2）の
進展そのものが晴報処理」を中心とする新しい職務，具体的には監視（mon・
it・ring），規制（regulating），調整（adjusting），そして現場保守（sp・t　maintenance）
からなる，相対的に「自己規制的な職務」（self・controlled　jobs）を生み出し，そ
の結果「自動化されたシステムにおけるオペレーターは，伝統的生産システム
における……オペレーターに比較して，統合的システム（an　integrated　system）
における彼らの情報役割（information　roles）ゆえにより多くの影響力を行使し
うるように思える」と主張している③。そしてまた「自動化システムの下では
職務割当てにおける柔軟性（flexibility）が決定的に重要である」とも主張し，「自
動化」技術の下で効果的パーフォーマンスを実現するためには「職務保有者の
技能，職務知識，責任が拡大される」べきことを強調するのであるc4）。
　このような考え方は，周知のブラウナー（R．Blauner）の「連続的装置生産技
術は分業と専門化の増大への歴史的傾向を逆転させる」という結論とも一致す
る（5）。　ブラウナーは，連続的生産技術体系の下で生み出される新しい職務一
監視や工程制御一は，労働の質の激的な改善と疎外の減少に導くものと考え
ている。
　こうして生み出される職務が「労働のグレード・アップ」（upgrading　of　work）
なのか，あるいは依然として「労働の衰退」（deg弘ading・f　work）tlこ通ずるのか
という論議を別にして，いずれにせよデーヴィスやブラウナーらは「自動化」
生産システムの進展そのものが労働内容の変更をもたらし，これがオペレータ
ーにより多くの「自律化」と「責任」を与えるものと考えている。
　（131）　　　　　　　　　　　　　　　　　　課業環境の不確実性と作業組織編成原理　　131
　なぜ，このことが要請されるのかという理由は，トリストが最も明白に指摘
している。つまり，彼によれぽ「資本集約的・連続生産プラントが許容可能な
誤差の量（the　amount　of　error）は，労働集約的，非連続的技術に基礎を置いて
いるプラントと比べてわずかである。これに対する明白な経済的理由が存在す
る。っまり，作業停止（work・stoppages）は，それが能力不足ないし不注意によ
る機械の故障から生ずるのであろうと，悪い労使関係や外的圧力といった労働
問題から生ずるのであろうと，いずれにせよ非常に犠牲が大きいのである。
……ｾらかなことは自動化されたプラントが自動的に仕事をするものではない
ことである。……自律的作業集団は情報技術に適合し，それとr指示的に相関
づけ』られている組織パラダイムであるように思われる。技術の進展それ自体
がフレデリック・テイラーの世界を破壊したのである。」（6）
　ここで見逃されえない点は，「社会・技術システム設計」の代表的論者自身
によって，生産技術の進展それ自体が作業組織の変更，すなわち「作業集団の
自律性」をもたらしたものであることを主張している点である。
　この点はサスマンにあっても同じである。彼は南カリブォルニアにある石油
精製所のフィールド・スタディ（7）において「連続的流れ生産」（continu・us　flow
pr・duction）における作業組織を検討し，「自動化」の進展が「作業集団の自律
性」に及ぼす影響を論じている。
　サスマンによれぽ，「連続的流れ生産においては，オペレーターの技能は感覚
運動的（sensorimotor）や操作的（manupulative）というよりは，観察的（observa－
tional）かつ解釈的（interpretive）である。さらにチームの同僚，監督者やスタ
ヅフと彼との相互作用は，原材料の変換というよりはむしろ迅速な情報交換の
必要性にもとついている。新たに生み出される要件（requirements）とは別々の
活動にきちんと分割可能ではない。・…・・厳格な職務記述は仕事の効果的かっ能
率的な達成のための障害となる。」⑧こうして，彼は「自動化は職務分類（iob
classi丘cations）間の技能差異の平準化をもたら」し，さらに「構成員間の相互依
存性によって……製品の量と質とに対する個人的貢献を測定することが著しく
困難」となるのであり，この生産システムにおいては「集団評価制度（group
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evaluati。n　system）がパーフォーマンス測定のためのより効果的手段である」こ
とを確認している（9）。そしてこのような生産システムから生ずる「高度の不確
実性」という条件の下で活動する作業集団は，a）「条件つきで自律的」（condi・
tionally　autonomous）であり，　b）多能工的労働者からなることを明らかにして
いるのである⑩。
　以上の検討よりすれぽ，「社会・技術システム設計」の主張する「組織選択」
（organizational　ch。ice）tlこっいても疑問の余地が存在する。「組織選択」なる概
念は，「等結果性」という「開放的システム」の有する特質，つまり「定常状
態」は，異なる初期条件からさまざまな方法で達成されうるという特質から説
明されているが，元来はトリストらによって行われた「炭鉱研究」において，
「同一生産技術」（「長壁法」）の下で，「相異なる作業組織」（「伝統的」〔conven・
tional〕と「混成的」〔composite〕）が共存していることを「発見」したことを基礎
にしていた。しかし，ここで見落されえない点は，この「炭鉱研究」は「あら
ゆる条件下で観察された混成長壁法があらゆる測定基準にもとついて伝統的長
壁法よりもよりよいパーフォーマンスを示すことを明らかにしている」のであ
るao。つまり，なるほど同一生産技術の下でいくつかの作業組織の存在は認め
られたとしても，ここに成果変数を導入して「適合性」を検証すれぽ，技術と
作業組織との関係をめぐって有効性のハイラーキーが明らかにされているので
ある。r社会・技術システム設計」は「技術決定論」を鋭く批判しながらも，
これを乗り越えるものではないのであるa2｝。
　さて，この「組織選択」の主張と結びついて，これまで「社会・技術システ
ム設計」の主張する「自律的作業集団」は，これが非常に広範な生産技術の下
でも有効であると主張されてきた。事実，これまでこの「自律的作業集団」が
適用されてきた産業は多岐にわたって分散しているのである⑬。これまで「自
律的作業集団」適用産業としては炭鉱，紡績，化学，食品，ガラス，製紙，金
属加工，公共輸送，照明組立てが知られているa4。けれども，ケリー（∫．E．　Kelly）
によれば，これらの産業は一見すると，非常に多様であるかのようにみえなが
らも，最後の組立作業を除けぽ，これらの産業は「労働集約的」というよりは
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「資本集約的」であり，これらの生産は「連続的もしくは準・連続的装置生産」
（acontinuous　or　semi・continuous　process　production）を基礎としており，「高度の
製品もしくは工程不確実性」によって特質づけられる。さらに，連続的かつ予測
しえない変動性は，これらの産業では原材料それ自体（炭鉱，紡績，肥料，線材，
公共輸送）か，あるいは生産工程（化学，肥料，製紙）において生ずるas。このよ
うな生産システムにおいて決して正確に予測しえないものは生産工程における
「短期的かつ瞬間的な変化」（the　short・term　and　momentary　changes）であって，
この矯正のためにはオペレーターによる迅速な介入が必要である。
　こうして，ケリーは「社会・技術システム論」の意義を「科学的管理法の教
義が経済的に有効ではなくなる制約条件一高度の製品もしくは工程不確実性
一を発見した」㈹ことに求めて，以下のように述べている。すなわち，「自律的
作業集団の創造は，そのようなr変動性』が可能なかぎり発生箇所に近いとこ
ろで制御されうることが意図されている。これが会社にとって効率的であり，
従業員に対しては満足を与えるものと考えられている。私はこうしたケースに
おける変動性（あるいは「不確実性」）の存在は，個人をベースとする正確な労働
負荷の配分をきわめてむずかしくしているヒとを示竣している。一部の労働者
はきわめてハードな作業に追い立てられているのに，他の労働者は『リラック
スしている』。F・W・テイラー流の義務と労働負荷の正確な特定化は，こう
して実現しえないのである。社会・技術システム論研究者が発見した解決策
は，決定的な分析・行為単位として個人から集団への転換をもたらし，そのこ
とによって生産において生ずる変動性を作業集団構成員間に均等に配分しよう
とするものであった。」an
　このようなケリーの主張は，本稿において主にサスマンの所論を検討するな
かで確認した点と一致している。
　こうして，「社会・技術システム設計」の意義は，第2次大戦以降の「技術
革新」に伴って新たに出現した「高度の不確実性（ないし変動性）」という限ら
れた条件の下で，個人をベースとした労働負荷や義務の厳密な割当てを主張す
る「伝統的職務設計」に代わる新しい作業組織モデルを提示したことに求めら
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れるであろう。
（1）「自動化」技術が労廓内容に及ぼす影響をもっと早く注目し「これまでになされたなかで最大
　の労働力のグレード・アップ」（the　greatest　upgrading　of　the　labor　force　ever　seen）と指
　摘したのはドラッカー（P．F．　Drucker）であった。　cf．　P．F．　Drucker，“Integration　of　People
　and　Planning，”Harvard　Business　Review，　XXXIII（May・∫une），1955，　p，38．
②　デーヴィスは「自動化」技術を3つのタイプに分類して論じている。つまり，1）自動制御装
　置・連続的流れ生産，2）数値制御生産機械システム，3）集中遠隔制御センターを用いる自動化
　システムがこれである。cf．　LE　Davis，“The　Effects　of　Automat三〇n　on　the　Job　Design，”
　Industrial　Relations，　vol．2，1962，　p．58，
（3）　LE　Davis，　oP．　cit．，　P．59．
（4）LE　Davis，　op．　cit．，　p．62，およびp．71．
（5）R．Blauner，　Alienation　and　Freedom，1964，　p．143．（佐藤慶幸監訳r労働における疎外と
　自由』新泉社，1971年，276頁）
（6）EL　Trist，“A　social－technical　critique　of　scientific　management，”in　M　Lockett＆
　RSpear（ed．），　Organizations　as　Systems，1980，　pp．63－64．
（7）このフィールド・スタディは元来「自律的作業集団」における成員の地位（status）と課業割
　当て（task　allocation）との関係を究明するために実施されたものであった。　cf．　G．1．　Susman，
　“The　Concept　of　Status　Congruence　as　a　Basis　to　Predict　Task　Allocations　in　Autono・
mous　Work　Groups，”Administrative　Science　Quarterly，　vol，15，　No，2，1970．
（8）G．1．Susman，“The　Impact　of　Autσmation　on　work　Group　Autonomy　and　Task　Speci・
　ailization，　op。　cit，，　p．567．
（g）G．L　Susman，　Ibid．，　p．575．
⑩　G．1．Susman，　Ibid．，　p．570，
　付録：表一2　　　　　　　　職務再設計技術適用産業の範囲
E業職鞠設計毬 フローライン再組織＊f”1（Flowline　reorganization）1　　フレキシブル作業集団＊－2　　（Flexible　work　groups）
舗鰐轡輩紐化学，1
電器，車両，製靴
1 1 31
1
保険，小売り，輸送，
通信
工作機械，楽器，家具，
その他 ????
36
10
11
1 20
1 10
1
58
14
i 75
　※－1　通常は，「職務拡大」と呼ばれる。
※－2　通常は，「自律的作業集団」と呼ばれる。
出所：J．E．　Kelly，　Scieti丘c　Management，　Job　Redesign　and　Work　Performance，1982，　P．141．
（ID　J．E．　Kelly，“A　Reappraisal　of　Sociotechnical　Systems　Theory，”Humap　Relations，
　vol，31，　no，12，　1978，　P．1094．
働　この点の詳細な検討，とくに社会・技術システム論とウッドワード理論との関係は，拙稿「ソ
（135） 課業環境の不確実性と作業組織編成原理　　135
　シオ・テクニカル・システム論」，村田稔編著r経営社会学』第4章所収，近刊を参照されたい。
⑬　ケリーによれぽ，「科学的管理の原則と実践」の延長線上にある「フ壱一ライン再組織」（「職
　務拡大」）が比較的少数の産業部門に集中し，電器（electrical　engineering）だけで62％を占め
　るのに対し，「フレキシブル作業集団」（「自律的作業集団」）の適用産業が分散していることを確
認している（付録：表一2参照）。J．E　Kelly，　Scientific　Management，　Job　Redesign　and　Work
　Performance，1982，　p．141．
⑭　これらの産業は，ケリーによれば全ケースの41％を占める。しかし，彼は「自律的作業集団」
　が家具生産，車両，保険，電器といった状況において，つまり義務と作業負荷の不均等性が存在
　しない状況においても適用されたことを認めてはいるが，「しかしながら，しぼしぽこの問題に
　関して判断を行うためには不十分なデータしか存在しない。要するに，労働力のフレキシビリテ
　ィは生産性を向上させるに際して，重要な要因ではなかったことは示唆できる。」J．E．　Kelly，
　Ibid．，　p．143．
㈲　J．E．　Kelly，‘‘A　Reappraisal　of　Sociotechnical　Systems　TheQry”，　op．　cit．，　p．1081．
⑯　J．E．　Ke11y，　Ibid．，　p．1083．
⑰　J．E　Kelly，　Ibid．，　p．1082．
M　むすびに
　以上，本稿は主にサスマソの所論を中心にこれに検討を加え，作業集団の直
面する課業環境の性質と，それが作業組織編成に与える諸影響を論じてきた。
その場合，本稿においては作業集団の直面する課業環境は，簡単にいえば境界
取引不確実性と変換不確実性の，上位レベルによる削減可能性を基礎として4
つのセルからなるものととらえられ，さらに，この環境条件と意思決定の配分
をめぐっても検討が行われた。
　また「伝統的職務設計」は，作業集団課業環境をセル1と仮定し，またセル
1条件に近づけようとする（作業集団活動のプログラミングを通して）ものであっ
た。つまり，ここではきわめて低い環境不確実性しか前提とされていないので
あるが，しかし逆に，このような状況下ではいまだ有効性をもちうるものであ
ることが明らかにされた。
　これに対して，「社会・術術システム設計」は，高度の環境不確実性を与件
とし，この不確実性を処理するメカニズムを作業集団構造にビルト・インしよ
うとするものであることが確認された。
　「社会・技術システム設計」も「伝統的職務設計」も，両者が想定する作業
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集団環境条件は異なっている。こうして，いずれの理論も「一般的適用可能
性」をもちえないにしても，限られた条件の下では，いまだに「唯一最善の方
法」である。
　以上の検討により，以下の命題が定式化されうる。すなわち，
　作業集団の直面する課業環境の不確実性が低い状況においては，「伝統的職
務設計」が経済的合理性の観点から有効性をもちうるが，逆に環境不確実性の
高い状況においては，経済的合理性の観点から「社会・技術システム設計」が
有効的である。
　これは「条件適応理論」の命題とも基本的に一致している。
　本稿は，また環境不確i実性の問題と生産技術との関係についても検討し，と
くに「連続的装置生産」技術における高度の不確実性・変動性の発生可能性を
明らかにしてきたが，サスマンの所論の検討から，暗示的ではあるにせよ，「単
品生産」技術と高い不確実性，「大量生産」技術と低い不確実性が，それぞれ
結びつくことも明らかになった。しかし，幾度となく強調してきたように「大
量生産」技術ないし低い不確実性の下での「伝統的職務設計」の有効性という
主張においても，「職務拡大」と「ジョッブ・ローテーション」の導入は，こ
れと何ら理論的に抵触するものではなく，むしろ，現代の生産状況にあっては，
このような「科学的管理法」の「現代版」としての意味を有する方策の導入こ
そが，この環境条件下においては経済的合理性追求の観点から要請されること
が明らかにされた。　　　　　　　　　　　　　　　　　一以上一
〔追記〕　本稿は，明治大学社会科学研究所・総合研究プロジェクト「産業政策の新展
　　開と産業民主主i義の企業内的展開に関する国際比較研究」の研究成果の一部で
　　ある。
